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小松島市公共施設予約システム導入業務に係る提案依頼書（仕様書） 

 

１．業務名 

小松島市公共施設予約システム導入業務 

 

２．業務の目的  

本業務は、令和５年３月に策定（令和８年３月改定）した「小松島市ＤＸ推進計画」の個

別施策「公共施設の電子予約」に位置づけられ、公共施設利用者の利便性向上及び行政運営

の効率化を図るため、スマートフォン等を使用して、会議室や体育館等の公共施設の予約等

ができるシステムを構築するものである。 

  

３．業務の範囲   

(1) システム構築業務   

公共施設の電子予約システム構築  

・ システムの設計、開発、試験  

・ システムの設定、セットアップ作業  

・ システムの接続試験、動作検証  

(2) 研修業務   

職員向けの操作研修、操作マニュアルの提供業務   

(3) 運用保守業務  

システム本番稼働後の運用保守業務   

 

４．業務期間  

 業務期間は以下のとおりとする。なお、令和８年度中に実施するシステム構築及び研修

業務は委託契約を締結し、令和 9年度以降のサービス利用契約については、別途サービス利

用契約を締結する予定。 

  

 

 

 システム導入業務 契約締結日から令和 9 年 3 月 31 日まで

 サービス利用契約 令和 9 年 4 月 1 日から令和 14 年 3 月 31 日まで
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５．共通要件  

(1) 対象施設情報 　初期導入時想定室数　36 室 

　　なお、対象施設を追加できる仕様とすること。 

　　年間の予約件数は、全施設で計 12,000 件程度。 

 

No. 施設 室場 分割面数

メインアリーナ ３面

サブアリーナ

会議室

武道館（板）

武道館（畳）

立江

坂野

小松島

千代

芝田

櫛渕

立江

坂野

小松島

千代

芝田

櫛渕

小松島中学校

小松島中学校（武道場）

小松島南中学校

小松島小学校

北小松島小学校

児安小学校

立江小学校

新開小学校

坂野小学校

和田島小学校

小松島中学校

小松島南中学校

南小松島小学校

北小松島小学校

児安小学校

立江小学校

新開小学校

坂野小学校

和田島小学校

1 市立体育館・武道館

2 屋内運動場

3 屋外運動広場

4
学校開放施設
（屋内運動場）

5
学校開放施設
（屋外運動場）
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(2) 基本要件  

① 令和８年４月１日時点で本番稼働している公共施設予約システムの導入・運用事

業者であること。 

② 利用者及び管理者が簡単に操作できるシステムとする。 

③ 公共施設予約システムに必要なソフトウェア及びライセンスは、本調達において

全て用意すること。   

④ 管理者側のクライアント端末については、本市及び各施設管理者が保有している

既存の業務用端末にて運用可能であること。また、業務用端末の増設、移設、更

新、入替等が発生する場合でも、本システムを利用するための設定作業等を委託

する必要なく、追加費用を必要としないこととする。 

⑤ クライアント端末の OS、ブラウザ等のソフトウェアにバージョンアップがあっ

た場合、システムの正常稼働を保証するとともに、必要な対応を無償で行うこと。   

⑥ 構築時の打合せについては、Web 会議でも差し支えないが、最低でも契約後の初

回打合せは小松島市に訪問して対面による打合せを実施すること。 

(3) システムの導入形態   

サーバ等の機器を保有しないサービス利用型のクラウド方式とする。  

(4) システムの導入   

地方公共団体（国・県・市町村）向けシステムとして提供されているシステムの利用

を前提とする。原則、システムの標準機能で実現することとするが、標準機能で実現

できない部分について、代替案やカスタマイズ等で対応する提案を妨げるものでは

ない。  

(5) 性能要件   

① 本システムは、ユーザー・クライアント（想定利用者ユーザー数：5,000 アカウ

ント、管理側アカウント 50）が快適に庁内業務が行えるよう、必要十分な性能を

有するものとする。  

② 操作における応答時間は、ユーザーにストレスを感じさせないレスポンス（通信

待ちを除き、ページ遷移１s未満、UIレスポンス 500ms 未満）であること。 

(6) データ移行 

現在はシステム未導入のためデータ移行は行わないこととするが、サービス利用開

始時に、施設情報及び料金情報について本市が提供する基礎データをもとに、提案事

業者にてシステム登録されていることを前提とする。なお、登録する範囲については、

別途本市担当職員と協議の上決定することとする。  

  (7)次期システム移行に係る要件 

　　  将来的に再構築や次期システムへ移行する場合、システムからのデータ抜き出し作

業は、この業務委託範囲に含めること（サービス提供終了に伴う次期システムへの移

行を含む） 。また、データの抜き出しの形式は、CSV、XML 等、標準的な形式で抜き



- 4 - 

出すこと。 

 

６．データセンター要件 

利用するデータセンターについては、以下の要件を満たすこと。  

(1) 日本国内に立地していること。 

(2) 耐震又は免震構造であること。 

(3) 代替機等を常備するなど、重大障害時（サーバ機能停止時）にもシステム停止がない

よう、冗長性を確保すること。 

(4) 停電時等による電力供給の停止に備え、機器が適切に停止するまでの間に十分な電

力を供給する容量の予備電源を備えること。 

(5) 不正な侵入を防止するため、適正な入退室管理を行うこと。 

 

７．機能要件 

様式第 9号「機能要件確認書」のとおり 

 

８．非機能要件 

　(1) 様式第 10号「非機能要件一覧書」において、システム（サービス）に求める可用性

や性能・拡張性、運用・保守性等に関する要求水準を提示している。提案事業者は、各

項目について要求水準を満たす場合は、非機能要件一覧書の可否欄に丸印を記入するこ

と、要求水準を満たすことができない場合は、その内容及び理由等を提案書に記載する

こと。 

(2)提案事業者とは「非機能要件一覧書」と提案内容を基に協議し、各項目の要求水準を

合意した上で、サービス利用契約を締結する。 

(3)ＳＬＡに係る項目※１については、サービスレベルのモニタリング実施方法及びサー

ビスレベルの要求水準値を満たすことができなかった場合のサービス対価の減額等のル

ールも含め、併せて提案書に記載すること。なお、ＳＬＡに関する項目の要求水準値は、

必要に応じ、本市と提案事業者が協議して見直すことができるものとする。 

(4)その他運用に係る項目については、その遵守状況と未達成時の要因の把握、見直しを

適宜行うことで、継続的な業務改善を図るものとする。なお、未達成の場合は、提案事業

者に対し改善策の報告を求めることができる。 

 

※１　「ＳＬＡに係る項目」は次の項目とする。 

・「可用性」-「継続性」のうち、「RTO（目標復旧時間）」及び「稼働率」 

・「性能・拡張性」-「性能目標値」の各項目 
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９．特記事項 

(1) オンライン決済対応  

将来的※２に、キャッシュレス決済を導入する予定としている。収納方法として、

クレジットカード、PayPay 等のキャッシュレス決済に対応できるシステムとするこ

ととし、システムと決済事業者との連携も本業務内で対応すること。 

 

　　　※２　本市は令和９年度以降にキャッシュレス決済を導入する予定で準備を進めて

いる。決済代行事業者との契約は、本市にて別途契約する予定であるが、キャッシ

ュレス決済への対応力（キャッシュレス決済の導入可能時期、クレジットカード・

電子マネー等の対応可能な決済手段、コスト、セキュリティ等）について、提案書

に記載すること。 

 

(2) スマートロック対応  

将来的に主に学校施設にてスマートロックを使用できるシステムであること。（今

回の調達範囲には含まない） 

 

(3) 業務継続のための支援 

本業務の契約履行期間の満了、又はその他契約の終了事由のいかんを問わず、本業

務が終了となる場合には、受注者は本市の指示のもと、公共施設予約システムのサー

ビス提供終了日までに本市が継続して施設予約業務を行えるよう必要な措置を講じ、

新規システム提供事業者に移行する作業の支援を行うこと。 

 

１０．運用及び保守要件  

(1) 導入期間中、システムによる業務が滞りなく実施できるよう、定期保守点検等の最適

な保守を実施すること。  

(2) 保守窓口は、1つの連絡先に集約すること。 

(3) システムに関する管理者からの問い合わせの受付時間は、コアタイム（平日 10:00 か

ら 16:45 まで）をカバーする時間とすること。 

(4) システム稼働は、24 時間 365 日とすること。 

(5) システムに重大なバグや脆弱性が発見された場合は、速やかに本市へ連絡し、対応を

別途調整すること。 

(6) 本市が今後計画する事業において本事業に関係すると思われる内容についての問合

せに対して技術的支援を行うこと。 

(7) 本市の公共施設予約受付業務に対する運用の見直しについて、システムを活用した

運用を実現するための協力を最大限行うこと。 

(8) 稼働後の安定的な運用を確保するために電話等による問合せ対応ができる要員を配
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置すること。 

(9) システムの運用期間中は、常に完全な機能を保つため、ソフトウェア等の保守作業を

実施すること。また、障害発生時の早急な復旧を行うための保守体制を確立すること。 

(10) 障害発生時、速やかに本市へ報告する体制とすること。 

(11) 復旧作業は、障害発生から可能な限り早く終わらせること。 

(12) 障害復旧が完了した場合は、本市へ完了報告を行うこと。 

 

１１．スケジュール 

(1)サービス開始日 

　　令和９年 4月 1日　※３ 

　　※３　キャッシュレス決済は令和９年度以降に導入する予定で準備を進めている。

キャッシュレス決済の導入可能時期も、具体的にスケジュールに示すこと。 

 

（2）スケジュール 

提案範囲に掲げるすべての作業項目について、作業開始からサービス開始日まで（サ

ービス開始日以降に実施する作業等を提案する場合はその作業期間まで）のスケジュ

ール（案）を作業工程等が分かるよう詳細に示すこと。 

なお、具体的なスケジュールについては、本市との当該業務の契約締結時までに協議

のうえ決定する。 

（3）作業工程等 

スケジュール（案）で示した作業工程について、その内容や役割分担等について記載

すること。 

（4）留意事項 

本サービス（システム）の本稼働の前に職員が動作確認するためのテスト期間を十分

に設けること 。 

 

１２．操作研修  

(1) 担当職員（本市職員 30 名程度）向けにシステム機能及び操作方法の説明を小松島市

に訪問して行うこと。 

(2) システムの操作方法等の各種問合せに対応できる要員を配置すること。 

  

１３．その他  

(1) 納品物 

マニュアル等の納品書類は以下のとおりとする。紙媒体及び PDF 形式のファイルを

保存した CD-ROM 又は DVD-ROM で次の部数を納品すること。 

① 打合せ議事録　 1部 
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② システム管理者操作説明書　 1部 

③ 施設管理者操作説明書 1部 

④ 利用者向け操作説明書　 1部 

⑤ 機能仕様書　 1部 

⑥ 施設マスタデータ登録内容一覧　 1部 

⑦ 上記を収納した CD-ROM 又は DVD-ROM 1 部 

なお、②システム管理者操作説明書、③施設管理者操作説明書、④利用者向け操作説

明書については、単なる操作説明やボタンの説明ではなく、操作者のアクションベー

ス（施設を予約するにはどうするか、減免区分を設定するときはどうするかなど）で

作成すること。 

(2) 支払い 

支払いについては、以下のとおりとする。 

① 導入期間（契約締結日から令和 9年 3 月 31 日まで）の導入に係る作業等につい

ては、一括払いとし、(1) 納品物　の納品が完了し、本市が導入に係る事業等及

び納品物について検査をし、その検査に合格した場合、受注者に契約書で定める

契約額を支払うものとする 

② 運用期間（令和 9年 4月 1日から令和 14年 3月 31 日まで）の使用料等について

は、月額の毎月払いとする。サービス使用契約については、データセンター利用

に関する契約、ソフトウェア使用契約、ソフトウェア保守及び機器設置等システ

ム稼働に必要である業務委託を含めるものとする。 

(3) 個人情報の取り扱いにおける遵守事項 

① 「小松島市個人情報保護条例」及び「小松島市個人情報保護条例施行規則」に則

り、業務を遂行すること。 

② 受注者及びその作業者は本事業に関して知り得た一切の事項について、第三者に

漏らしてはならない。 

③ 上記内容は、本事業終了後も同様とする 

④ 受注者及びその作業者は、別に定める「個人情報の取扱いに関する特記仕様書」

に従うこと。また、当該データの漏洩、消滅、棄損等の事故発生を防止すること。 

⑤ 作業者は、本市において作業を行う際、名札の着用を義務付けること。 

⑥ 受注者は、本市が保有する情報媒体を本事業の目的外に使用し、又は、第三者に

提供してはならない。 

⑦ 受注者は、本市が保有する情報媒体等を本市に無断に複写し、又は複製してはな

らない。本市の許可を受けて複写又は複製したときは、本事業の終了後直ちに個

人情報を消去し、再生又は再利用ができない状態にしなければならない。 

⑧ 受注者は、事故が生じたときは直ちに本市に報告するとともに、遅滞なくその状

況について書面等をもって本市に報告し、本市の指示に従いその解決に努めなけ
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ればならない。 

⑨ 受注者は、本事業に関わる個人情報の保管及び管理について、善良な管理者の注

意をもって当たり、個人情報の消滅、毀損等の事故を防止しなければならない。 

⑩ 受注者は、作業従事者に対しても個人情報の重要性を認識させ、保管及び管理が

厳格に行われるよう必要な措置を講じること。 

⑪ 受注者は、本事業を終了したときは、保有する本事業に関わる個人情報を消去し、

再生又は再利用ができない状態にしなければならない。また、本市が請求したと

き、受注者はその保有する本事業に関わる個人情報を直ちに本市に返還しなけれ

ばならない。 

 

１４．協議 

本仕様書に定める事項に疑義が生じた場合、または本仕様書に定めのない事項（仕様

変更、機能追加等）で協議の必要がある場合は、本市と協議を行うこと。


